
お知らせ  

 

                   
記者発表資料 令和５年３月３日 

第３回 『中国圏広域地方計画学識者等会議』の開催について 

 

現在、我が国における人口の減少･高齢化の進行や、新型コロナウイルス感染症

拡大、デジタル化の進展等により、国民のライフスタイルや価値観に変化が見られ

ます。さらに、近年の異常気象を起因とした自然災害の激甚化やカーボンニュート

ラルへの対応も喫緊の課題となっています。 

こうした状況を踏まえ、新たな国土形成計画（全国計画）の中間とりまとめが令

和４年７月に公表され、中国圏においても、地域の将来像や目標を示す新たな中国

圏広域地方計画の策定を進めています。 

このたび、中国圏広域地方計画を策定するにあたって専門的な見地からご意見

をいただくことを目的する第３回「中国圏広域地方計画学識者等会議」（ 別紙１

委員名簿 参照）を下記のとおり開催しますのでお知らせします。 

 

１．開催日時   令和５年３月１０日（金）１３：３０～１６：００ 

２．開催場所   中国地方整備局 建政部 ３階 会議室 

         （ 別紙２ 開催場所案内図 参照） 

３．議  題   中国圏の将来像、目標など 

４．公開について  当日は報道席を設けています。取材を希望される場合は、別紙３

取材申込書に必要事項を記載の上、申し込み下さい。本会議の資料

は会場にて配付します。なお、撮影は議題に入るまでとさせていた

だきます。 

          新型コロナウイルス感染拡大防止のため、取材される方は入場前

の手指の消毒及びマスク着用をお願いします。また、風邪症状、発

熱などの症状がある方は来場をお控えください。 

５．そ の 他      過去の取組状況等は、中国地方整備局ホームページにございます。 

中国圏広域地方計画ホームページ 

http://www.cgr.mlit.go.jp/kikaku/kokudo_keisei/index.html 

 

＜問い合わせ先＞ 
国土交通省 中国地方整備局 企画部 広域計画課 

TEL（082）221-9231（代表） 
【担当】企画部 広域計画課長   桑

くわ

嶋
じま

 弘
ひろ

志
し

（内線３２１１） 

企画部 広域計画課長補佐 今
いま

田
だ

 修
おさむ

  （内線３２１２） 
 

■同時発表先：合同庁舎記者クラブ、鳥取県政記者会、島根県政記者会、岡山県

政記者クラブ、広島県政記者クラブ、山口県政記者会、山口県政記者クラブ、

山口県政滝町記者クラブ、中国地方建設記者クラブ 
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別紙１  
 
中国圏広域地方計画学識者等会議委員名簿  
 

氏原  岳人  岡山大学大学院環境生命科学学域准教授  
 

大島  正美   一般社団法人データクレイドル代表理事  
 

神田  佑亮   呉工業高等専門学校環境都市工学分野教授  
 

齋藤  英智  山口大学経済学部経済学科准教授  
 

佐々木  文  有福温泉「ありふくよしだや」若女将  
 
○  鈴木  素之   山口大学大学院創成科学研究科教授  
 

高橋  清子    株式会社中国新聞社論説委員  
 

田中  輝美  島根県立大学地域政策学部地域政策学科准教授  
 

谷口  雅彦   一般社団法人中国経済連合会専務理事  
 

谷本  圭志   鳥取大学工学部社会システム土木系学科教授  
 

森  佳子    島根大学生物資源科学部農林生産学科准教授  
 
◎  渡邉  一成   福山市立大学大学院都市経営学研究科教授  

 
 
 ◎：座長 ○：座長代理  

（  敬称略、５０音順）  
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別紙２ 
第３回 『中国圏広域地方計画学識者等会議』 

 開催場所 案内図 
 
 

１．日 時  令和５年３月１０日（金） １３：３０～１６：００ 

２．場 所  中国地方整備局 建政部 ３階 会議室 

 〒７３０-００１３ 広島市中区八丁堀２番１５号（下図のとおり） 
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別紙３ 

国土交通省 中国地方整備局 

建政部 計画・建設産業課 熊原 宛 

申込先 FAX ０８２－５１１－６１８９ 

    E-mail kumahara-m87rw@mlit.go.jp 

 

取材申込書 
 

取材を希望される方は、必要事項をご記入の上、上記申込先へＦＡＸ又はメールでお申し込みく

ださい。 

申し込みは、３月８日（水）１７：００までにお願いします 

 

令和５年３月  日 

会社名・部署名・緊急連絡先（代表電話番号等） 

 

 

 

 

 

（代表）取材者の役職・氏名・連絡先（携帯番号等）・来場予定人数 

 

 

 

 

 

駐車場利用希望 （  有 ・ 無  ） 

※ご希望の方には、後日近隣の無料駐車場のご案内をお送りいたしますので、ＦＡＸ番号

又はメールアドレスをお知らせ下さい。 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号： 

又は 

メールアドレス： 

 

＜連絡事項＞ 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、マスク着用にご協力いただきますようお願いしま

す。会議室の換気、人と人との距離の確保、消毒液の設置を行います。 

・取材にあたっては係員の指示に従い、会議の妨げにならないようご協力をお願いします。 
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これまでの国土計画

国土形成計画法 社会資本整備重点計画法

全国計画 国土形成計画 （H27.8.14閣議決定） 社会資本整備重点計画 （R3.5.28閣議決定）

地方計画 中国圏広域地方計画 （H28.3.29大臣決定） 中国ブロックの社会資本の重点整備方針 （R3.8.31大臣決定）

「国土形成計画」と「社会資本整備重点計画」を“車の両輪” として地域の将来像を策定

全国計画

広域地方計画

国による明確な国土及び国民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごとに、国と都府県等
が適切な役割分担の下、相互に連携・協力
して計画を策定・推進

＋

国土形成計画

※根拠法を抜本的に改正 → 「国土形成計画法」へ

過密過疎に伴う大都市問題や地方の問題
への対応など、それぞれの時代に我が国の
国土が抱えていた課題の解決に向けた基本
方向を示す

全国総合開発計画

地方の意見を聴く仕組みなし

※「国土総合開発法」に基づき
昭和３７年第１次全国総合開発計画以来、
５次にわたり全総計画を策定

★ 「開発」を基調とした量的拡大を図る計画

計画への多様な主体の参画
計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の地方支

分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対等な立

場で協議する場（広域地方計画協議会）を組織

「国土計画制度の改革」のポイント

全国計画のみ

★ 二層の計画体系（国と地方の協働によるビジョンづくり）

地方公共団体から国への計画提案制度
国民の声を反映させる仕組み

★ 国主導の計画づくり

★ 「成熟社会型の計画」への転換により質的向上を目指す

市町村からの計画提案制度
国民の声を反映させる仕組み

グローバル化や人口減少に対応しつつ、多様な広域ブロック
が自立的に発展するとともに、安全で美しい国土の再構築と継
承を目指し、国土の利用と保全を重視する

1

参考 国土形成計画概要

R4.7.15国土形成計画
（中間とりまとめ）

2

これまでの国土計画
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新たな国土形成計画（広域地方計画）について

3

第１章 中国圏のポテンシャルと課題

第１節 中国圏が有する
ポテンシャル

第２節 中国圏の課題
１．著しい人口減少と高齢化の進展
２．多数の小規模集落と過疎関係市町村
３．圏域内の利便格差
４．土砂災害・水害・地震等多発する大災害
５．顕在化するインフラの老朽化

第２章 中国圏の将来像

第１節 国内外の多様な交流と連携により発展する中国圏
第２節 産業集積や地域資源を活かし持続的に成長する中国圏
第３節 豊かな暮らしで人を惹きつける中山間地域や島しょ部

を創造する中国圏
第４節 新たなステージにも対応する安全・安心な中国圏
第５節 将来像において横断的に持つべき視点

第３章 中国圏の圏域整備の基本戦略とプロジェクト

第1節 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり
１．基幹交通の整備によるネットワーク強化
２．都市間の多様な連携の推進
３．拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中小都市の振興
４．東アジアを始めとする国際交流の推進

第２節 ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
１．ものづくり産業のイノベーション等による競争力強化
２．基幹産業の競争力強化に直結する国際物流機能の強化
３．多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

第３節 中山間地域・島しょ部における人口減対策等地域振興の推進
１．地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇用創出
２．農林水産業の成長産業化と美しく活力ある農山漁村の創出
３．空き家活用等多様な転入支援策
４．「小さな拠点」の形成等による持続可能な生活サービスの確保

第４節 土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化等による強靱な
圏域整備と安全・安心の推進

１．他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進
２．インフラ老朽化対策の推進
３．安全で安心な住宅・社会資本の整備

第５節 環境と産業・生活が調和した地域づくり
１．低炭素・循環型の地域づくり
２．瀬戸内海等の豊かな自然環境の保全・再生
３．美しい景観の保全整備

第６節 将来の発展を担う人材育成
１．中国圏の人材育成
２．若者・女性活躍社会、高齢者参画社会、障がい者参加社会

の実現

第４章 他圏域と連携して取り組むべき施策

第５章 効果的、効率的な計画の推進 １．投資の重点化･効率化と効果的な施策展開に向けた総合的なマネジメント
２．関連計画との連携
３．多様な主体の連携による計画の推進

『瀬戸内から日本海の多様な個性で対流し、世界に開かれ輝く中国圏』

１．地理的な優位性
２．豊かな自然環境
３．多様な文化と歴史
４．ものづくり産業の集積

■広域観光・インバウンド観光の促進 ■豊かな瀬戸内海の環境保全と再生
■産業集積地間の連携等による国際競争力強化 ■課題を共有した人材育成、地域づくり等の推進
■暮らしの安全・安心と防災ネットワークの整備

中国圏は、瀬戸内海から日本海において、国際的にも強みを持つ産業や観光資源を有し、また中山間地域や島しょ部においても多様で個性的な文
化が育まれてきた。さらに、アジアを見据え、九州圏と近畿圏や四国圏との結節点であることを活かし、社会・経済の多様な「対流」が促進されること
により新たな価値を創造するとともに、東アジアをはじめ世界とも繋がり成長しながら、人々が誇りと愛着を持って暮らせる圏域を目指す。

4
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